
     

中
山
間
地
域
等
直
接
支
払
制
度
は
、

農
業
の
生
産
条
件
が
不
利
な
中
山
間
地

域
に
お
い
て
、
農
業
生
産
活
動
を
通
じ

て
、
耕
作
放
棄
地
の
発
生
を
防
止
す
る

と
と
も
に
水
源
か
ん
養
機
能
や
洪
水
防

止
機
能
と
い
っ
た
多
面
的
な
機
能
を
確

保
す
る
観
点
か
ら
、
平
地
地
域
と
は
違

っ
た
農
業
生
産
条
件
を
直
接
的
に
補
正

す
る
こ
と
を
狙
い
と
し
て
交
付
金
に
よ

り
支
援
す
る
制
度
で
す
。 

 

平
成
12
年
度
に
創
設
さ
れ
た
本
制
度

で
は
各
集
落
の
参
加
者
の
創
意
工
夫
に

よ
っ
て
地
域
の
活
性
化
や
生
産
環
境
の

向
上
に
効
果
を
上
げ
て
き
ま
し
た
。 

 

      

令
和
７
年
度
か
ら
第
６
期
対
策
が
ス

タ
ー
ト
し
、
町
内
で
は
３
集
落
が
活
動

し
ま
し
た
。 

 

第
６
期
対
策
で
は
、
地
域
農
業
の
更

な
る
維
持
・
発
展
に
資
す
る
取
り
組
み

と
し
て
、
複
数
の
集
落
協
定
幹
で
の
ネ

ッ
ト
ワ
ー
ク
化
の
推
進
や
、
ス
マ
ー
ト

農
業
導
入
に
よ
る
農
作
業
の
省
力
化
・

効
率
化
を
図
る
取
組
等
が
推
進
さ
れ
て

い
ま
す
。 

令
和
７
年
度
交
付
金
の
交
付
状
況 

 

令
和
７
年
度
に
町
内
で
交
付
金
を
交

付
し
た
集
落
は
下
記
の
３
集
落
で
、
交

付
額
は
約
６
２
５
万
円
と
な
っ
て
い
ま

す
。 

 

 

ま
た
、
交
付
金
の
負
担
割
合
は
、
国 

が
２
分
の
１
、
県
と
町
が
そ
れ
ぞ
れ
４ 

分
の
１
と
な
っ
て
い
ま
す
。 

交
付
金
の
配
分
割
合
に
つ
い
て
は
左

の
表
の
と
お
り
と
な
っ
て
い
ま
す
が
、

共
同
活
動
の
交
付
金
の
使
途
に
つ
い
て

は
、
主
に
研
修
費
や
役
員
報
酬
と
な
っ

て
い
ま
す
。 

 

第
６
期
対
策
に
よ
る
ス
マ
ー
ト
農
業

加
算
に
よ
っ
て
、
古
関
集
落
協
定
で 

     

ト
ラ
ク
タ
ー
自
動
操
舵
シ
ス
テ
ム
を
導

入
し
、
将
来
を
見
据
え
て
の
農
業
の
担

い
手
不
足
を
補
う
取
組
が
新
た
に
行
わ

れ
ま
し
た
。 

 

                 

集落名 
交付対象 

面積(㎡) 

交付金 

（円） 

交付金配分

の割合(％) 

集落マスタープランで定めた 

主な取組内容 

(将来像を実現するための 

目標と活動計画より) 共同 個人 

天神 183,237 1,465,896  100 
・担い手への農作業の委託 

・農業生産活動継続の体制整備 

柳生川 118,303 946,424 10 90 
・担い手への農作業の委託 

・農業生産活動継続の体制整備 

古関 295,557 3,842,241  100 

・法人への農地集積 

・農業生産活動継続の体制整備 

・スマート農業機器の導入 

３集落 597,097 6,254,561  
 

 

 

とう鳥獣害 

集落協定で草刈り 

自動操舵システムを導入したトラクター 


